
戸田市住まいの防犯対策補助事業実施要綱 

令和７年３月２７日市長決裁 

（目的） 

第１条 この要綱は、住宅侵入等の犯罪の被害を未然に防止するため、住宅の

防犯対策を行う市民に対し、その費用の一部として戸田市住まいの防犯対策

補助金（以下「補助金」という。）を予算の範囲内で交付することにより、市

民の防犯意識の高揚と市民の安全な生活の確保に寄与することを目的とす

る。 

２ 補助金の交付手続等に関しては、戸田市補助金等交付規則（平成２１年規

則第６号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。  

 （補助対象経費） 

第２条 補助金の対象となる経費は、次条に規定する補助対象者が現に居住す

る戸建て住宅（市の住民基本台帳に記録されている補助対象者の住所に所在

するものに限る。）において、補助金の申請年度に行った別表に定める、防犯

を目的とする設備等（以下「防犯設備等」という。）の購入及び設置（以下「設

置等」という。）に要する費用とする。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、申請日にお

いて住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定により市の住民基本

台帳に記録されている世帯の世帯主であり、かつ、申請日において、市県民

税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税及び国民健康保険税（以下「市税

等」という。）に滞納がないものとする。 

２ 前項に規定する補助対象者が、第三者から借り上げた戸建て住宅に居住し

ている場合は、防犯設備等を設置等することについて、所有者の同意を得な

ければならない。 

 （補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、２０,０００円又は補助対象の防犯設備等の設置等に係

る経費の合計額の２分の１に相当する額のいずれか低い額（当該額に１,０

００円未満の端数があるときはこれを切り捨てた額）とする。 

２ 補助金の交付は、補助対象者１人につき１年度に１回を限度とする。  

（補助金の交付申請等） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市が



指定する申請期間内に、戸田市住まいの防犯対策補助金交付申請書兼請求書

（口座振替依頼書）（第１号様式。以下「申請書兼請求書」という。）に次に

掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 防犯設備等の品目、防犯設備等設置の施工日若しくは防犯設備等の購

入日、領収金額、領収年月日、販売店等の名称及び所在地等が記載された

領収書その他の書類又はその写し 

(2) 防犯設備等の設置状況が分かる写真 

(3) 市税等を滞納していないことを証明する書類の写し 

(4) 当該住宅の所有者の同意書（第２号様式）（第三者から借り上げた戸建

て住宅に居住している者が補助金の交付を受けようとする場合に限る。） 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、必要があると認める時は、設置した防

犯設備等の詳細が確認できるカタログ、図面等の提出を求めることができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、市長は、申請者の同意を得て公簿等により確

認できるときは、同項第３号の書類の提出を省略させることができる。  

４ 市長は、必要に応じて、申請者に公的身分証明書の写し等を提出させ、又

は提示させること等により、本人確認を行うことができる。  

５ 第１項に規定する申請は、電子情報処理組織（市の機関の使用に係る電子

計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と申請者の使用に係る電子計算機と

を電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）の使用により行うこ

とができる。 

（補助金の交付決定等） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査（必

要に応じた現地調査を含む。）した上で、補助金の交付の可否を決定し、戸田

市住まいの防犯対策補助金（交付・不交付）決定通知書（第３号様式）によ

り申請者に通知するものとする。 

（交付申請の受付停止等） 

第７条 第５条第１項の規定にかかわらず、市長は受け付けた申請書による補

助予定金額の総額が予算の範囲を超える日（以下「受付終了日」という。）を

もって受付を終了する。 

２ 前項の場合において、受付終了日における申請者（書類に不備があった者

を除く。）に対する補助金の交付については、当該申請者の中から抽選を行い、

当該抽選順位の上位の者から申請の内容を審査し、予算の範囲内で交付決定



を行うものとする。 

（補助金の交付時期及び交付方法） 

第８条 市長は、第６条の規定により補助金の交付を決定したときは、原則とし

て当該決定の日から３０日以内に申請書兼請求書に記載された預金口座へ

補助金を振り込むものとする。 

（補助金の交付決定の取消し） 

第９条 市長は、補助金の交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当す

るときは、当該交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。  

(2) 交付決定の内容その他法令又はこの要綱の規定に違反したとき。 

(3) 補助金の交付対象となる防犯設備等の設置以外の用途に使用したとき。 

(4) 戸田市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）に規定する暴力団並び

に暴力団員及び暴力団関係者の利益となると認めるとき。  

（補助金の返還） 

第１０条 市長は前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合におい

て、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期

限を定めてその返還を命ずるものとする。 

 （協力依頼） 

第１１条 市長は、申請者又は関係者に対し、防犯設備等の設置効果の状況に

関する資料の提出その他の協力を求めることができる。  

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

設置箇所 防犯整備等の品目 

玄関ドア 防犯錠又は補助錠 

窓 防犯ガラス、補助錠又は防犯フィルム 

玄関ドア、 

窓以外の住宅敷地

内の場所等 

センサーアラーム、センサー付きライト、録画機能付き

インターホン又は防犯カメラ（住宅敷地内に設置する、

専ら当該住宅の防犯を目的とするものに限る。） 


